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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

50年度においては,郵 便事業にとって懸案であった郵便料金の改定が実施

された。

48年12月 及び49年12月 の2度 にわたる郵政審議会の答申を受けて,第 一種

定形郵便物の料金を50円,第 二種郵便物の料金を20円 とし,50年10月 から実

施することを骨子とする 「郵便法の一部を改正する法律案」が,第 七十五回

通常国会に提出されたが審議未了となった。同法案は,再 度第七十六回臨時

国会に提出されて成立 し,51年1月25日 から料金改定が行われた。なお,そ

の際郵便の取扱いについて若干の制度が改正された。

50年度中の郵便物数の推移をみると,経 済界の低迷を反映 して伸び悩んだ

のに加え,料 金改定直後の2月 及び3月 の内国通常郵便物の対前 年 同 月比

が,18%以 上の減少を示 したこともあって引受総郵便物数はおよそ141億 通

(個)とな り,対 前年度比0.5%の 増加にとどまった。

50年度における郵便業務運行状況についてみると,春 闘,ス ト権闘争及び

年末期の闘争時を除いて,比 較的順調に推移 した。

49年6月,将 来における全通信体系の中での郵便の位置付け及びそのある

べき姿について,総 合的な調査研究を行うことを目的として設置 された 「郵

庚の将来展望に関する調査会」は,本 年度も引き続 き,郵 便及び郵便事業に

ついての基礎的な調査研究を行い,そ の成果を取 りまとめた。
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第2節 郵便の利用状況

1郵 便物数の動向

50年 度の総引受郵便物数は,141億2,120万 通(個)で 対前年度比0.5%の

増加であった。

本年度の増加率が このように低 くなったのは,低 迷気味の経済界の動きを

反映して,① 内国通常が50年4月 か ら51年1月 までの料金改定前において

も伸び悩みの傾向を示 したのに加えて,51年2月 及び3月 が料金改定直後で

あることもあって,か な りの利用減を示し,年 間では対前年度比0.2%の 減

少となったこと,② 内国小包が49年10月 の料金改定以降51年1月 まで減少

を続けたこと,③ 年賀が2.5%の 増加とここ数年来最低の増加率 となった

ことなどによるものである。

これを種類別にみると,通 常の約48%を 占める第一種は,内 国通常全体と

同 じような傾向で推移 し,年 間では0.3%の 増加となった。第一種を定形と

定形外に分けてみると,定 形の0.3%の 増加に対 し,定 形外は0.4%の 増加と

ほぼ同じような動きを示している。

通常の約35%を 占める第二種は,0.1%の 増加にとどまり,こ こ数年来第

二種は第一種より高い増加率を示 していたが,本 年度はほとんど同 じ伸びと

なった。

第三種は,49年 度に引き続 き料金改定前においてもわずかながら減少傾向

を示 し,更 に料金改定の影響 もあって年間では4.1%の 減少 となった。

第四種については,そ の約3分 の2を 占める通信教育が比較的順調な伸び

を示 したこと,ま た,第 四種は他の種類に比べて,そ の料金改定 幅 が 小 さ

く,料 金改定後の利用減 も少なか ったことなどもあって,年 間では2.9%の

増加となった。

書留通常は,1・8%の 増加 となったが,そ の中で一般書留が1.5%の 減少で

あるのに対 し,簡 易書留は11.4%の 増加 とかな り高い増加率を示 した。また
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普 通速達通常は0.8%の 増 加 とな った。

内国小包は,49年10月 の 料金改定 以降大幅な利用減 が続 き,50年 度 にはい

って も同様 の傾向を示 したが,10月 か らそ の減少率 は小 さ くな り,51年2月

以降は増加傾向に転 じた ものの,年 間では11.5%の 減 少 とな った。 また ,そ

の内訳 を見 ると,一 般小包が12.1%の 減 少に対 し,書 籍小包は6 .1%の 減 少

に とどまった。

年賀郵便物は,前 年度が大幅 な増 加を示 した こともあ って,2.5%の 増 加

と,こ こ数年来最低の増 加率 となった。

選挙郵便物は,統 一地方選挙 があったために大幅 な増加 とな った。

外 国(差 立)郵 便物 は,料 金改定 の影響はみ られず,5.3%の 増 加 と順調

な伸びを示 した。

2業 務用郵便の利用状況

48年9月 に実施した 「郵便利用構造調査」によると,郵 便物の約80%は,

会社,官 公署,商 店等,事 業所から差し出されている業務用郵便であった。

業務用郵便について,50年 度に,1か 月平均1千 通以上の通常郵便物を差

し出す大口利用の事業所(以 下大 口事業所とい う。)の郵便利用状況と業務用

郵便の中でも利用の多いダイレク トメールの利用状況の調査を行った。

(1)大 ロ事業所の郵便利用状況

郵政省では,49年10月,1か 月平均1千 通以上の通常郵便物を差 し出す郵

便の大口事業所について,全 国の総数,地 域的分布の特色,産 業別の特色等

をは握するため調査を行ったが,大 口 事業 所の数は約3万8千 に上 り,ま

た,こ れらの大口事業所が差 し出す郵便物は全国で差 し出される郵便物数の

約40%を も占めるという結果を得た。

この調査に引ぎ続き,50年10月 これらの大口事業所が業務上で郵便をど

のように利用し,ど の程度の必要性を感 じているかなどについては握するた

め,上 記3万8千 の大 口事業所の中から約4千 事業所を 抽出 して,「業務用

郵便の利用状況に関する調査」を行った。
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第2-1-1表50年 度総引受郵便物数

(単位:千 通(個))
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(注)L△ 印は減を示す。

2.書 籍小包は再掲である。

3,内 国年賀 ・選挙 ・外国郵便物については,全 部を 「その他」に含めた。
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そ の調査結果 のあらま しは次の とお りである。

ア.大 口事業所 の1か 月差出郵便物数

全国の大 口事業 所が50年10月1か 月間に差 し出 した内国通常郵便物は約4

億3,200万 通 と推計 され る。 同月の全 国引受物数は,約9億3,400万 通 であ っ

たか ら,大 口事業 所の差 出郵便物は全体 の約46%を 占め ることになる。

大 口事業所の差 出郵便物 を内容別にみ ると,ダ ィ レ ク トメール,商 品見

本,カ タログ等の 「宣伝 ・広告関係」 が約1億5,300万 通 で最 も多 く35.4%

を 占めてい る。更に,電 気,ガ ス,電 話 等の料金 を金融機関の 口座 を利用 し

て払い込んだ場合 に郵送 されて くる領収 証(振 替済通知書)等 に代表 され る

「金銭関係」 が21.0%,「 新 聞 ・書籍 ・雑誌」が18.6%,こ れ ら以外 の 「通

知 ・連絡関係」 が23.9%と な ってい る。

また,前 記 「郵便利用構造調査」 の結果に よ り,郵 便物の内容別 に,更 に

差 出主体別に案分 推計す る と,こ れ らの大 口事業所 の差 し出す郵便物 の占め

る割合がいかに高いか が一層 明確になる。

すなわち,「 宣伝 ・広告 関係」は全 国で差 し出 される同種郵便物 の,実 に86

%が これ らの大 口事業所か ら差 し出 され てお り,ダ イ レク トメール等 の利用

動向は,ほ とん どこれ らの大 口事業 所の動 向にかか ってい るといえる。

また,「 金銭関係」や 「新 聞 ・書籍 ・雑誌」について も,そ れ ぞれ51%,

68%と 高 い割合にな っている(第2-1-2表 参 照)。

イ.大 口事業所における郵便物の業務上 の必要性 と他の通信 手段 への代替

可能性

⑦ 大 口事業所 における郵便物の業務上 の必要性

「日常の業務 を遂行す る上で,郵 便 が どの程度 の必要 性ない しは重要性

をもっているか」 について,大 口事業 所の評価は第2-1-3表 の とお り

であ った。

「宣伝 ・広告 関係」以下4種 類(内 容別)の 郵便物 ともに,ほ ぼ60%以

上 の大 口事業所 が 「減 らす ことはで きない」 と回答 してお り,事 業活動上

郵便が重要 な役割 りを果 た してい ることが うかがわれ る。 中で も 「金銭関
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第2-1-2表

論

大ロ事業所の内容別差出郵便物数等

(通常郵便物,50年10月1か 月間)
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(注)1.48.9「 郵便利用構造調査」の結果に案分推計 した ものである。

2.大 口事業所以外の事業所を含む。

第2-1-3表 大ロ事業所における郵便物の業務上の必要性に関する評価

(事業所比率)
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係」 の郵便物を減 らす ことはで きない とす る大 口事業所が最 も多 いのが注

目される。

一方 ,は っき りと 「場合に よってはやめて もいい」 とす る大 口事業 所は

極 めて少ない。

(イ)他 の通信 手段への代替可能性

「現在利用 してい る郵便 の用件を,電 話,テ レ ックス ・テ レタイプ,フ
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第2-1-4表 他の通信手段への代替可能性に関する評価(事 業所比率)賦
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アクシ ミリ,デ ータ通信,マ ス メデ ィア,自 社便 ・使送便等 の他 の通信手

段に切 り替 えられ るか」 について,大 口事業所の評価 は第2-1-4表 の と

お りであった。

「容 易に切 り替え られ る」 とす る大 口事業所は2～3%と 極 めて少な く,

ほぼ過半数 の大 口事業所が 「不可 能」 と答 えてい る。

また,「 で きない ことはない」 とす る大 口事業 所が20～30%あ るが,特

に 「宣伝 ・広告関係」に多 くな っている。

第2-1-5表 は,第2-1-4表 で 「郵便 を他 の通信手段に代替す ること

が容易にできる」 と回答 した事業 につ いて,「 どのよ うな 代替 手段を 想定

第2-1-5表 郵便の代替手段に関する評価(事 業所比率)
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(注)1.第2-1-4表 に お いて,「 容 易 に で きる」 と答 えた 事 業 所 の み に,そ の

代 替 手段 を 尋 ねた も ので あ る。

2.答 は マ ル チ ア ソサ ーの 形 式 に よ るの で,合 計 は100%を 超 す 場 合 もあ る。
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してい るか」を調査 した ものであ る。

これに よると,郵 便 の内容の特性に よって代替 手段が異な って くるのが

わか る。す なわち,「 宣伝 ・広告関係」 はマスメデ ィア(ラ ジオ,テ レビ,

新 聞広告)が その半 数を占め,自 社便 ・使 送便 が26%と な ってい る。 また

「新 聞 ・書 籍 ・雑誌」 は,約59%の 事 務所が 自社便 ・使送便に代替す るこ

とを考 えている。 一方,「 金銭関係」,「通知 ・連絡 関係」 はいずれ も 約半

数の事務 所が電話 に,22%が 自社便 ・使送便 に代替 す る可能性があ るとし

ているが,「 通知 ・連絡関係」 では事業所 の約30%が テ レックス ・テレタ

イプに代替 させる とい う点 が特徴的 である。

(2)ダ イ レク トメー ルの利用状況

ダイ レク トメールの送 り手 と受け手を対象 として,50年12月,郵 便 の社会

的機能に関す る意識 の調査 を行 った。 この調査 は,ダ イ レク トメール を 月

500通 以 上発送 してい る東京 所在 の企業200社 を 対象 とした調査 と,首 都圏に

住む20才 ～69才 の人 々か ら1,000人 を 抽 出 して行 った個人調査 とか ら成 って

い る。 この調査結果 のあ らま しは次 のとお りであ る。

ア.ダ イ レク トメールの送 り手

ダイ レク トメールの発送は,定 期的に行われてい るのか,あ るいは随時行

われているのかを調べてみた結果は第2-1-6図 の とお りであ る。定期的に

のみ発送す る企業が19.5%と や や少な く,特 に発送 日を決めず随時発送する

企業 が50.5%と 多 い。 自由に,い つで もタイ ミングよく,集 中的に,目 ざす

相手に メッセージを伝達 させ ることが,ダ イ レク トメール の特徴 の一つであ

り,そ のよ うに多 くの企業 が利用 している といえ よ う。

発送地域は,第2-1-7図 に示す とお り,全 国的に発送 してい る企業が特

定地域 に発送 してい る企業 を上 回 ってい る。

ダイ レク トメールを出す 目的 を調査 した結果 は第2-1-8表 の とお りであ

る。 これをみ ると,直 接 購入,知 名,顧 客維持,関 心 高揚 をあげ る企業 が多

い。ただ し,ダ イ レク トメールの 目的 についての考 え方 は業種 に よって差が

あ り・直 接購入に高い ウェイ トをおいているのは印刷 ・出版業,知 名を 目的
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ダイレク トメールの発送の仕方
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第2-1-8表 ダイレク トメールの発送目的

業 種

全 体

建 設 ・製 造 業

印 刷 ・出 版 業

卸 ・小 売 業

金融 ・保険 ・不動
産業

サ ー ビ ス 業

商品を

知って

もらう

%
63.O

76.0

57.1

63.8

67.4

53,8

訪問を

スムー

ス に

%
25.0

36.0

20.0

20.7

46.5

5.1

来店の

促 進

%
28.5

24.O

ll.4

46.6

25.6

23.1

関心を

高める

%
31.5

32.0

34,3

24.1

32.6

38.5

さ

り
せ
め

文

た
わ
た

注

せ
買

る

戦
参
た

売
の
の

販
略
考
め

%
23.5

28.0

31.4

19.0

23.3

20.5

%
67.5

64.0

91.4

63.8

53.5

69.2

顧客維

持のた

め

%
42.O

40.0

34.3

50.0

32.6

48.7

その他

%
5●1

2,3

5。1

(注)答 はマルチアソサーの形式によるので合計は100%を 超す場合もある。

に している ところは建設 ・製造業であ る。卸 ・小売業では,他 業 種 と比 べ

て,顧 客維持,来 店促進をあげてい る企 業が相対 的に多い とい う特徴がみら

れる。金融 ・保険 ・不動産業では,訪 問を円滑にす る目的で ダイ レク トメー

ルを出 している企業が多い。

イ,ダ イ レク トメールの受け手

「本人 あて,あ るいはあて名は本人あてでな くて も,内 容的に本人あて と

考え られ る ようなダイ レク トメールの1か 月間の受信通数」は第2-1-9表

の とお りである。受信通数は1～3通 の人が多 く約3分 の1を 占めてい る。

0通 を含 める と,受 け手 の7割 までは3通 以下であ る。

「ダイ レク トメールを受け取 った ことのあ る人にふだん ダイ レク トメール

第2-1-9表1か 月間のダイレク トメール受信通数

嘉 轡 ・(注)
1 2 3 4 5～910～1415～

%36

累積%36

9

45

14

59

ll

70

6

76

13

88

6

94

6

100

(注)ダ イ レ ク トメ ー ル受 信 体 験 ナ シ の18%を 含 む。
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受け手のダイレク トメール接触度

内 容

L

2
.

a

4
。

翫

ほとんど全部のダイレク トメールに目を通す

見ないものもあるが,目 を通すダイ レクトメールの方が多い

目を通すものと通さないものと,半 々ぐらい

目を通すものもあるが,通 さないものの方が多い

目を通すものは,ほ とんどない

計

割 合

6

8

6

2

8

3

1

2

1

%

100

に 目を通すか ど うか」 を尋 ねた結果 は,第2-1-10表 の とお りである。 これ

をみ ると,「 ほ とん ど全部の ダイ レク トメールに 目を通す」人が36%,「 見

ないもの もあるが 目を通す ダィ レク トメール の方が多 い」人が18%と,ダ ィ

レク トメールは割 合 とよ く目を通 してお り,目 を通 さない ものが多 い人は2

割 にす ぎない。

第2-1-10表 で 少 しで もダイ レク トメールに 目を通す と回答 した1～4の

第2-1-11表 ダイレク トメールを読む理由

理 由

L

2

a

4

翫

乱

7
,

自分の関心がある商品のことが書いてあるから

一応 目を通 しておけば,い ずれ役に立つから

ダイレク トメールは見ているだけで楽 しいものが多いから

暇つぶ しに何となく見てしまうから

家族に話をもちかけられることがあるから

折角送って くれたのだから,一 応は見なければと思 うから

そ の 他

計

割 合

1

0

3

5

2

7

1

3

3

1

1

%

100

(注)分 母 は 第2-1-10表 で1～4を 回 答 した 人 で あ る。
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人に対 して 「ダイ レク トメールを読 む主な理 由」 を尋 ねた結果は,第2-1-

11表 の とお りであ る。 これに よると,「 自分 の関心があ る商品 のこ とが書い

てあ るか ら」 と,「 一応 目を通 しておけばいずれ役に立つか ら」 とい うのが

多い。 しか し,人 々のダイ レク トメールを読む理 由は多様 であ り,特 定 の理

由への集 中傾向はそれ程強 くない。

第3節 郵便事業の現状

1郵 便 局

(1)郵 便 局 数

50年度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数を,49年 度末現在のそれ

と比較すると,第2-1-12表 のとお りである。

郵便局(簡 易郵便局を含む。)の 数は,前 年度末現在に比べ172局 増加して

第2-1-12表 郵便局数の推移

区 別 総 計

普 通 郵 便 局 特 定 郵 便 局

簡 易

郵便局計

集

配

局

無
集
配局

集

中

局

鉄郵

便

道局

船郵

舶便

内局

計

集

配

局

無
集
配
局

49年 度 末

対前年度末

増 ハ減 数

50年 度 末

対前年度末

増 △減 数

42

1

42

O

56ゆー

11

62即1

6

19い

13

25U

6

71睡2

の閉
定(
921

診閉
定(
43即22

の

72

紛△

閉
定(

閉
定(

414

00

414

oo

26β3

　10
4

閉
定(
63

ゆ閉
定(
98β3

の

72

閉
定(

　砲
o

閉
定K

28β陰

ハ
副

29

閉
定(

9閉
定(
30β12

診閉定(
02

診閉
定(

98ゆ4

13△

90挿4

8△

26β脆

診

16

閉
定(

診閉
定(
20ゆ17

D

94

9

閉
定

閉
定

(

(

3

1

3

0

(注)「 定」は定期開設局,「 閉」は閉鎖中の局でいずれ も再掲である。
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い るが,こ れは利用者サー ビスの向上を図 るために集配普通局1局,無 集 配

特定局105局 及 び簡 易郵便 局88局 の新設が行われ たこ とに よるものである。

また,人 口1万 人当た り及び面積10km2当 た りの郵便局(簡 易郵便局を含

む。)数 の年度別推移は第2-1-13表 の とお りで ある。

第2-1-13表 郵便局普及状況の推移

認
6

7

8

9

0

4

4

4

4

5

郵 便局 数
(含簡易局)

局

20,976

21,408

21,679

21,871

22,043

人口1万 人
当たり局数

局

2.00

1.99

1.99

1.99

1.97

面 積10kπ12当
た り局数

局

0.57

0.57

0.57

0.58

0.58

(2)郵 便局舎の改善

50年度末現在における普通郵便局の局舎総面積は,291万1,702m2で あ り,

50年度においては,49年 度に比べ,15万3,575m2の 局舎面積の増加が図られ

た。

最近5年 間における普通郵便局の局舎面積の増加 と,普 通郵便局の定員の

増加を比較すると,第2-1-14表 のとお りである。これによると,46年 度末

を100と した場合,50年 度末では定員は107で あるが,局 舎面積は126で あり,

局舎面積の増加が定員の増加を上回っている。このように総体として普通郵

便局の局舎事情は,次 第に好転 してきているといえるが,個 別的にみると,

主 として大都市及びその周辺部に改善を要する局舎がなお存在 している。ま

た年末年始において,多 量に差 し出される贈答用小包や年賀はがきを処理す

るために要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-14表 のとおりである

が,都 市部における用地の確保難等もあ り,仮 設局舎の建設に当た って困難

な条件が付加されるようになってきている。普通郵便局の局舎については,

今後とも郵便物を効率的かつ円滑に処理し,時 代の進展に対応した郵便サー

ビスを確保 してい くため,引 き続 きその改善を図っていくことが必要な状況
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第2-1-14表 年度別普通郵便局局舎状況

区別

年度 、

全国普通郵

便局総局数

1

全国普通郵
便局局舎総
面 積

普通郵便局局

舎改善局 数

普通郵便局
1局当たり
平均 面 積

年末年始郵
便業務繁忙
期に船ける
仮設局舎等
総 面 積

(参 考)
全国普通郵
便局総定員

6

7

8

9

044445

局I

l,072

1,097

1,106

1,llg

l,124

指 数

100

102

103

104

105

㎡

2,302,934

2,468,082

2,611,803

2,758,127

2,911,702

指 数
100

107

113

120

126

局

34

35

66

53

21

㎡

2,148

2,25Q

2,361

2,465

2,591

指 数

100

105

110

115

121

140,102

139,012

149,987

148,457

155,785

㎡指数I
lOO

99

107

106

111

人

137,843

140,533

143,147

145,253

147,530

指 数

100

102

104

105

107

にある。特定郵便局 の局舎について も,50年 度 において486局 の 改善が実施

された。 これは48年 度 の493局 及 び49年 度 の470局 とほぼ同程度 の改善であ

る。

2集 配 施 設

(1)取 集 サー ビス

ポス トの設置数は,50年 度 末 で13万5,622本 とな って いるが,同 年度中に

大都市やそ の近郊な ど,地 況 の発展 の著 しい ところを中心 に,351本 増 設 し

た。 その普及状況は第2-1-15表 の とお りで あ り,諸 外 国のそれ と比較 し

ておおむね 同程度 とな ってい る(第2-1-16表 参 照)。

第2-1-15表 郵 便ポス ト普及状況

葦訳 」郵便ポ・・数

6

7

8

9

∩
一

4

4

4

4

5

本
128,621

131,746

133,551

135,271

135,622

1本 当た り人口

人

816

815

813

814

825

1本 当た り面積

km2
2.88

2.86

2.83

2.79

2.78



第2-1-16表

第1章 郵

国別郵便ポスト普及状況

便 一121一

(1973年 度)

訳
本

ア

国

ス

国

独

リ

ン

タ

ラ

日

イ

米

フ

英

西

郵便ポス ト数

本
133,55L

75,006

366,707

145,800

100,000

109,426

1本 当た り人 口

人

813

735

571

361

559

565

1本 当た り面積

km2

2.8

4.0

25.6

4,4

2.5

2.3

UPU郵 便業務統計表による。

一方,都 市内に設置されているポス トについては,最 近の交通規制の強化・

交通難の激化に伴い,取 集作業時間の延伸を来 し,あ るいはポス トの移転等

を必要 とするものが増加しているなど,取 集作業が困難になってきている。

ポス トからの取集度数は,郵 便物の多少により1日1度 から5度 までの間

で設定 しているが,前 述の状況により取集便から運送便への接続が不安定に

なっていること,ま た,差 出状況に対応 した取集便とすることなど,取 集便

を再編成 し,安 定的かつ効果的な取集サービスを確保するよう検討する必要

がある。

(2)配 達ザービス

ア.配 達 度 数

配達区(1日,1人 が配達を分担する区画)は,50年 度末現在4万9,443

区であ り,同 年度中に,発 展する大都市及びその周辺を中心に総体で554区

増加した。なお,過 疎過密化現象の進行に即して,周 辺地の配達区を併合す

るなどして再編成し,そ れによって減 じた区を過密区に増区する努力も引き

続き行っている。

また,50年 度末現在の配達度数別の配達区画の現状は,第2-1-17表 のと

お り2度 以上の配達が約半数を占めている。諸外国 に お け る2度 配達区域
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は,お おむね ビジネス地域等ごく限 られた地域 となってお り,し かも配達度

数は次第に減回される傾向にある。我が国においても,配 達度数 に つ いて

は,労 働力の効率的活用を図 り,経 済的な業務運行を維持する観点から今後

検討を進めるべ き大 きな課題 となっている。

第2-1-17表 郵便配達区画の状況

∵ド 別＼
1度 配 達

2度 配達以上

十蓄ロ

配 達 区

区 数 構成 割 合

区

26,647

22,796

49,443

%
53,9

46.1

100.0

配 達 箇 所

箇 所 数 隣 成割合

%万 箇 所

1,311

1,829

3,140

41,8

58.2

100.0

イ.速 達 配 達

速達配達区域は,郵 便局から陸路4km以 内の地域及び4kmを 超え8km

までにあ り,か つ,速 達郵便の配達物数の多い地域とされている。50年5月

現在では全国の世帯数の91%に 相当する3千 万世帯が速達配達区域内となっ

ている。

ウ.辺 地 集 配

郵便の集配サービスについては,辺 地に至るまで原則として毎 日各戸配達

のサービスを提供しているが,交 通が困難な地域等については,郵 便規則第

85条 を適用 して,年 間を通 じ,又 は期間を限って郵便局の窓口において交付

し,あ るいは郵便局長の指定する場所に設置 された集合郵便受箱,又 は,受

取人が配達区域内に指定した受取場所に配達する方法を採っている。これら

の方法により,郵 便物が交付又は配達される世帯は約1万1千 世帯である。

また,上 記に準ず る地域についても,実 情に応 じて集配度数を減回し1日 お

きに配達するなどの方法を採 っている。

(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与える影響は大 きい。特に都

市部においては高層 ビルディングの増加,交 通規制,交 通難の激化,急 速な
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都市化に伴 う地番の混乱等により,次 第に集配作業環境は悪化している。 し

たがって,円 滑な集配サービスを提供するには郵政省の経営努力とともに,

利用者の協力を得て作業環境の改善を図る必要がますます 大 ぎ くなってい

る。これまでの施策の状況は次のとお りである。

ア.高 層 ビルディング配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対す る配達作業を効率的に

するため,36年 の郵便法及び郵便規則の改正により,3階 以上のエ レベータ

ーのない建築物については,郵 便受箱の設置を郵便の配達を受けるための条

件とした。一方,エ レベーターのある建築物についても,集 合受箱の設置,

一括配達の勧奨を推進 し,43年7月 からは勧奨の効果を高めるため協力者に

謝礼金を交付している。

しか し,50年 度末現在,上 記エレベーター のある建築物のうち全棟数の

2.4%に 当たる約700棟(配 達箇所約2万6千 箇所)に 集合受箱が 設置され

ておらず,ま た,高 層 ビルディングが今後毎年増加していくことがれ予想さ

ることから,今 後とも上記施策を強力に進めていく必要がある。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めてきたが,50年 度末現在で全配達箇所数

約3,010万 箇所のうちの約80%に 当たる約2,398万 箇所の設置協力が得 られ

た。しかし,な お多数の未設置箇所があることから,今 後 とも引き続き強力

に勧奨を進めていく必要がある。 このほか,二 階建建築物についても配達作

業が難渋している実情もあ り今後検討すべき課題 となっている。

ウ.住 居 表 示

地番等の混乱による作業難を解消するため,37年5月 「住居表示に関する

法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関と協力して新住居表

示の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番号表

示板を寄贈するなどのバ ック・アップをしてきたところである。 しか し,50

年9月 末の進ちょく率は地方自治体の実施計画数1,571万 世帯に対 して,実
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施済世帯数は1,084万 世帯で実施率69%(全 世帯に対しては32%)に すぎず,

かつ,最 近は実施率が伸び悩んでいる。実施困難な理由の一つに,地 方 自治

体の財政事情があると思われ,郵 政省では46年度か ら簡易保険積立金による

短期融資の途を開いている。

(4)郵 便集配用機動車

外務員の労力の軽減 と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自 動二

輪車の導入を進めてきたが,50年 度末現在で 全国の配備両数は 軽四輪車が

3,552両,自 動二輪車が4万7,369両,計5万921両 となっている。これら機

動車の配備状況は第2-1-18表 のとお りである。

第2-1-18表 郵便集配作業用機動車の配備状況

累
6

7

8

9

0

4

4

4

4

5

軽 四 輪 車

両

2,742

3,050

3,296

3,438

3,552

自動二 輪車

両

39,565

42,204

44,588

45,676

47,369

計

両

42,307

45,254

47,884

49,ll4

50,921

なお,最 近における道路交通事情 の悪化等から郵便外務員の交通事故の発

生は,50年 度では4,842件 にも上 っているので,外 務員に対 し安全運転意識

を徹底させるとともに,運 転技術の向上を図 り,交 通事故を防止するため,

第2-1-19表 郵便外務員の交通事故件数

年 度

6

7

8

9

0

4

4

4

4

5

件 数

5,lO6

4,892

4,917

4,736

4,842

件
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安全運転技術講習会等の各種講習会,車 両の点検整備の強化等交通事故防止

対策に力を入れている(第2-1-19表 参照)。

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

大都市を中心に,中 都市以上に所在する郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,50年 度末で全国の集配普通郵便局1,062局 のうち233局 において郵便

専用自動車による郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ.小 包配達関係

都市における労働力の確保難に対処するため,45年 か ら小包配達の外部委

託を試行してきたが,50年 度末現在180局 で行っている。

ウ.辺 地 ・離島の集配関係

辺地 ・離島においては,取 扱物数がきん少であ り,地 況 ・交通事情等の関

係で職員が郵便局か ら直接集配することが困難な場合があるので集配作業を

外部に委託 している。これらの委託区は,50年 度末で1,530区 となっている。

3郵 便 輸 送

(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力とし,近 距離及び大都市内

は自動車を主力にして行っている。

第2-1-20表 郵便輸送施設の現況

試
鉄

自

航

船

道

動

道

車

空

舶

路

線 路 数

線 路
168

3,459

56

152

2,730

構成比

%
2

53

1

2

42

単 キロ程

㎞

25,785

61,906

37,374

17,401

3,501

構成比

%
18

43

25

12

2

1日 延 キ ロ

程

㎞

250,704

236,666

155,771

24,993

13,882

構成比

%
37

35

23

4

1

計 ・,56511。 ・114臥96711。 ・168・ ・1611・ ・

(注)道 路とは,自 動二輪車,自 転車,徒 歩等による輸送をい う。
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51年3月 末現在におけるこれら輸送施設の現況は 第2-1-20表 のとお り

で,鉄 道 一自動車 ・航空機の三輸送機関で全体の延距離の95パ ーセントを占

めている。

(2)郵 便輸送施設の推移

輸送施設の推移をみると,第2-1-21表 のとお り自動車,航 空の施設が大

幅に増加している。これは,国 鉄 ・私鉄の合理化推進により,郵 便輸送に適

しなくなった線路が出てきた反面,道 路状況が改善されるなど,そ れぞれ自

動車輸送に切 り替えられたこと,ま た,航 空便の大幅開設によるものである。

第2-1-21表 郵便輸送施設の変遷(1日 当た り延ベキロ程)

(単位:㎞)

試
40

45

50

十
二
一肖

452,122
(100)

535,795
(ll9)

682,016
(151)

鉄 道

169,771
(loo)

197,771
(116)

250,704
(148)

自動車

156,722
(100)

189,850
(121)

236,666
(151)

航 空

84,016
(100)

lll,380
(133)

155,771
(185)

船 舶

17,909
(100)

17,927
(loo)

24,993
(140)

道 路

23,704
(100)

18,867
(80)

13,882
(59)

(注)1.()内 は40年 度 末 を100と した指 数 で あ る 。

2.「 道 路」 欄 は,自 動 二 輪 車 ・自転 車 ・徒 歩 等 に よ る輸 送 で あ る。

(3)郵 便 輸送施設の開廃

50年 度における郵便輸送施設の開廃については,航 空郵便線路 の大阪 ・広

島線の廃止(50.9.1),福 岡 ・対島線 の開設(50.10.10)を 行 った。

4郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するため,こ れまでに,東 京 ・大阪両都市におけ

る集中処理局の建設のほか,全 国の主要郵便局に,郵 便番号自動読取区分機,

郵便物自動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,配 達証作成機及び局内搬

送機器等の各種機械の配備を行ってきた。
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(1)主 要機械の配備状況

50年度においても,引 き続 き各種機械類の配備を行い,そ の配備状況は,

51年3月 末現在で郵便番号自動読取区分機は,64局 に95台,郵 便物自動選別

取 りそろえ押印機は,86局 に106台 となってお り,そ の中の38局の50シ ステ

ムは,郵 便物の選別から取 りそろえ,押 印,区 分までを一貫して自動処理す

るシステムとなっている。

また,小 包区分装置は,回 転式,パ ンコンベア式及び斜行ベル ト式を合わ

せて16局 に47台が配備されてお り,配 達証作成機,配 達証送達証作成機及び

定形用配達証作成機は,合 わせて157局 に189台 が配備 されている状況にある

(第2-1-22表 参照)。

第2-1-22表 主要郵便機械配備の推移

(単位:台)謹
郵 便 番 号 自動読 取 区 分 機

郵便物自動選別取りそろえ押印機

小 包 区 分 装 置

配 達 証 作 成 機 等

46

3

1

7

3

6

7

2

2

47

1

7

2

6

7

7

4

5

48

1

1

5

2

8

9

4

8

49

88

100

46

152

50

95

106

47

189

(2)機 械の改良及び開発

機械の改良については,性 能の向上,機 械の小型化等の努力が払われてい

る。

現在,郵 便番号自動読取区分機は,読 取率90%以 上,処 理速度2万4千

通/時 間(た だし,年 賀郵便物は3万 通/時 間),郵 便物自動選別取 りそろ

え押印機は,処 理速度2万5千 通/時 間という性能になっている。

機械の小型化については,郵 便物 自動選別取 りそろえ押印機を簡易にした

選別台付 自動取 りそろえ押印機を,49年 度に開発 し,中 規模郵便局への配備

を開始 し,現 在配備数は21局 に21台 となっているほか,配 達証作成機も,卓

上型のものを開発 し,目 下実用実験を行なっている。
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また,新 分野の機械化のために,50年 度には新たに開発 した郵便窓口引受

用セルフサービス機を,東 京の渋谷局の窓 口公衆室に設置 し,利 用者の使用

に供する実用実験を行っている。

(3)機 械か動効率

各種機械の効率的なか働のためには,利 用者の協力,適 切な 機械保守,

機械運用体制の確立,よ り効果的な郵便処理 システム の採用等が 必要 で あ

る。

郵便番号の記載率は,利 用者国民の協力によって,48年 以来95%台 を保っ

ており郵便番号自動読取区分機の性能発揮に寄与しているが,更 に,一 層の

記載率向上 と,正 しい書体による番号記載が望まれる。

次に,機 械保守は,故 障等の事前防止に重点をおいた定期点検体制を基本

とし,郵 便物の迅速な処理に支障のないよう努めている。

また,機 械の郵便物処理能力をより高めるため,郵 便局内のレイアウトや

作業手続等を改め,よ り効率的な郵便処理フローとするなど,各 種の改善施

策を進めていく必要があると考えている。

5要 員

50年度の郵便事業定員は総人員13万4,387人 で,前 年度 と比較すると632人

増加している。

都市化の進展とともに大都市及びその周辺部における郵便物の増加が著し

く,増 員のほとんどはこれらの地域に充てられている。

最近10年 間の郵便物数の増加と定員の伸びを比較すると第2-1-23表 のと

お りである。これによると,40年 度を100と した場合,50年 度においては郵

便物数は148,定 員は119で あって,郵 便物数が増加したほどには定員は増加

していない。

これは取扱処理の集約化,集 配運送施設の改善,作 業の機械化,合 理化等

を進めて,要 員の節減を図る努力をしていることなどによるためである。

郵便の取扱事務量は,日 又は月により極めて波動性が大 きいが,こ れにっ
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第2-1-23表 郵 便物数と郵便事業定員の推移

ぱ
定 員

郵 便 物 数

40

人
112,554

(100)

百 万 通

9,554

(100)

45

人

125,898

(112)

百 万 通

11,797

(123)

50

人

134,387

(119)

百 万 通

14,121

(148)

(注)()内 は40年 度を100と した指数である。

いては職員の時間外労働あるいは臨時職員の雇用により対処 している。

また,大 都市及びその周辺部では雇用難のため,主 婦,学 生等の労働力を

活用した り,小 包配達の民間委託を試行 している。

なお,50年 度において職員の時間外労働は延べ,1,930万 時間,臨 時職員

の雇用は延べ354万 人に達している。

6 郵便事業財政

(1)郵 便料金の改定

最近における郵便事業の収支状況は,第2-1-24表 のとお りである。

第2-1-24表 郵便事業の収支状況

(単位:億 円)

区 別

収 入

郵便業務収入

その他雑収入

支 出

人 件 費

物 件 費

収 支 差 額

46年 度

決 算

2,946

2,742

204

3,038

2,193

845

△92

47年 度

決 算

3,599

3,321

278

3,564

2,583

981

35

48年 度

決 算

3,814

3,490

324

4,064

2,927

1,137

凸250

49年 度

決 算

4,183

3,793

390

5,430

4,039

1,391

△1,247

50年 度

決 算

4,947

4,495

452

6,266

4,560

1,706

△1,319

51年度

予 算

7,574

7,133

441

7,574

5,241

2,333

0
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郵便事業財政は,48年 度まで料金改定のほか,各 種の制度改正,機 械化作

業の効率化等企業努力により,か ろ うじてその収支均衡が図られてきたが,

人件費の急激な上昇などによって,49年 度以降巨額の赤字が累積 される見通

しとなった。

このため,48年10月 郵政審議会に対 し,「 郵便事業 の健全な経営を維持す

る方策」を諮問し,同 年12月 「郵便事業収支の改善をはかるためには,こ の

際,郵 便料金を改正することが適当である。」 との答申を得た。

この答申では,「 さしむき,今 後3年 間の収支を相償 うことを目途 とし,

通常郵便物の料金は,昭 和49年7月1日 から,小 包郵便物の料金は同年4月

1日 か ら実施するものとし,3力 年間を通算 し,総 体で約40%の 収入増加が

期待 されるもの」 として,49年 度か ら51年度までの収支均衡が確保 される料

金改定案が答申された。

しかし,折 からのいわゆる石油危機に端を発 した異常な経済情勢の中にお

いて,49年10月 に実施 された小包料金の改定を除き,そ の他の郵便料金改定

は見送られた。

このため,49年 度予算は当初か ら696億 円の赤字 となったが,そ の後の給

与改善が第2-1-25表 のとお り約30%に も及ぶ大幅なものであったため,49

年度における赤字は約1,400億 円にのぼる見込みとな り,こ のまま推移する

と,今 後の郵便事業収支の格差は更に増大し,事 業の円滑な運行を確保する

第2-1-25表 郵政事業の人件費上昇率及び給与べ一スの推移

年度

区別

6

7

8

9

0

4

4

4

4

5

人 件 費 上 昇 率

幟 姻 定 昇1計
%%

lI.62

10.55

14.68

26,63

11.76

2.8

2.7

2.5

2.4

2.3

%
14.75

13.53

17,55

29.67

14.33

給 与 ベ ー ス

月 額1指 数

円

70,473

79,010

92,863

120,292

136,465

100

112

132

171

194

(参 考)
人事院勧告
(定昇を除く。)

%
ll.74

10.68

15.39

29.64

10.85
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ことは困難と判断された。

このようにひっ迫 した事業収支の改善を図るため,49年11月 郵政審議会に

「郵便料金を改正すること」について再度諮問し,同 年12月,「 てがみ50円,

はがき30円 とすること。50年4月 か ら料金改正を実施すること。」を骨子 と

する答申を うけた。しかしながら,当 時の物価安定についての配慮から,そ

の実施時期を50年10月 に延期するとともに,は がきについてはこれを20円 と

する 「郵便法の一部を改正する法律案」が第七十五回通常国会に提出された

が審議未了となった。この法律案は施行期 日を変更 し第七十六回臨時国会に

提出され,同 年12月22日 成立し,51年1月25日 か ら施行された。

(2)郵 便事業財政の現状

前述の料金改定の経過の中で事業収支は,49年 度は収入約4,183億 円に対

し,支 出約5,430億 円で,約1,247億 円の赤字 となり,50年 度は当初予算では

10月1日 に料金改定を実施するものとして約601億 円の収入不足が見込まれ

第2-1-26図 年度別郵便物数,郵 便業務収入及び郵便業務費の推移
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たが,11月1日 に改定実施時期が延期される見込みとした同補正予算ではこ

れが約964億 円と見込まれた。しかしながら,料 金改定の実施時期がなお51

年1月25日 となったことに伴い,収 入不足は更に増加し,業 務運営費財源借

入金は過年度のものも含めて約2,475億 円の巨額に達した。

また,51年 度についてみると51年1月25日 の郵便料金の改定に伴 う増収に

より,当 該年度の事業収支は一応その均衡を図ることができることとなって

いるものの,過 年度の赤字借入金を減少するまでには至っていない。

なお,郵 便物数,郵 便業務収入及び郵便業務費の推移は第2-1-26図 のと

お りである。

第4節 外 国 郵 便

1外 国郵便の利用状況

(1)外 国 郵便物数 の動向

ア.概 況

50年 度 の外 国郵便物数 は,第2-1-27表 の とお りである。

第2-1-27表50年 度 の外国郵便物数

(単位:千 通(個))

区 別

船 便

航 空 便

十
三
,口

外 国 あ て

通 常 小 包

15,506

73,346

88,852

776

1,290

2,066

外 国 来

通 常 小 包

34,409

74,615

109,024

759

675

1,434

これを対前年度比でみると,外 国あてのものについては,船 便の通常及び

小包郵便物でそれぞれ4.7%減,0.5%減 とな っているのに対 し,航 空便は通

常及び小包郵便物 ともそれぞれ7.7%増,10.8%増 となってお り,特 に航空

小包郵便物の伸びが著 しかった。
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また,外 国来郵便物については船便通常7.8%減,船 便小包4.4%減,航 空

通常2.4%増,航 空小包4,4%増 と船便はいずれも減少 したのに対し,航 空便

はいずれも増加した。

次に,外 国あてと外国来の郵便物を比較 してみると,通 常郵便物について

は外国来のものが外国あてのものより多い。

一方,小 包郵便物にあっては外国あてのものが外国来のものより多い。

第2-1-28図 年度別外国あて通常郵便物数
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第2-1-30図 年度別外国来通常郵便物数

第2-1-31図 年度別外国来小包郵便物数
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イ.船 便航空便別 の利用動向

この10年 間における外国 あて通常郵便 の動 きをみ る と,10年 前 に比べて航

空便 が69.2%増 加 しているのに対 して,船 便 は33.7%減 少 してお り,航 空便

と船便 の物数比 は,40年 度 において航空便68に 対 して船便32で あ ったのが,

50年 度 では83:17と な っている。

また,小 包郵便物 については39:61で あ ったが,62:38と 逆 転 してい る。



第2-1-32図
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本邦発着外国郵便物の地域別構成
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一方
,外 国か ら到着す る郵便物については,10年 前 に比べて通常 郵便物 で

航空便が45.6%,船 便 が2.1%そ れ ぞれ増加 してお り,航 空便 と船便 の利用

比は,40年 度 において60:40で あ ったのが,50年 度 では68:32と 格 差を広げ

ている。
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第2-1-33図 本邦発着外国通常郵便物の種類別構成
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無 料

船 便

印刷物
89.0%

書 状
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小形包装物
点 字0,5%
無 料
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小包郵便物については40年度は28:72と 船便が圧倒的に多かったのが,50

年度では47:53と 格差が縮まってきている。このことは外国郵便の利用形態

が船便から航空便に移行 していることを示 しているものといえよう(第2-1

-28図 ～第2-1-31図 参照)。

(2)外 国郵便の地域別交流状況

50年度の調査によれば,外 国あて郵便物は通常及び小包郵便物とも北米あ

てが,前 年度に比べて通常3.1%減,小 包3.9%減 とはなったものの,依 然と

して第一位を占め,第 二位のアジアあて郵便物 と合計すると,通 常郵便物で

58.4%,小 包郵便物で61.9%と 半数以上がこの両地域で占められている。

一方,外 国から到着する郵便物についても,北 米か らの郵便物が最も多 く

第一位を占め,特 に小包郵便物は45.4%と 圧倒的に多い。第二位は,通 常郵

便物の場合は欧州,小 包郵便物の場合はアジアとなってお り,第 一位と第二

位を合計すると通常郵便物で71.5%,小 包郵便物で69.8%が これ らの地域で

占められている。

なお,こ の傾向は年度により多少の差はあるが,こ の数年間大きな変化は

ない。

また,こ の地域別構成は我が国とこれらの地域との経済,文 化等諸般の密

接なつなが りを表 しているといえる(第2-1-32図 参照)。

(3)外 国通常郵便物の種類別利用状況

航空郵便物についてみると,外 国あて及び外国来 とも書状の利用が最 も多

く,そ れぞれ航空郵便物全体の70%近 くを占めているが,こ れに対 して船便

郵便物では印刷物の利用が断然多 く,外 国あて及び外国来 とも船便郵便物全

体の90%近 くを占めている(第2-1-33図 参照)。

2取 扱制度等の改正

49年5月,ス イスのローザンヌにおいて万国郵便連合(UPU)の 創設100

年を記念する第十七回万国郵便連合大会議が開催 され,新 しい条約類が採択

された。この新 しい条約類である 「万国郵便条約」,「価格表記書状に関する
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約定」及び 「小包郵便物に関する約定」は,50年9月20日 に公布 され,51年

1月1日 か ら施行 された。 この結果,「 印刷物」表示の義務化,連 合小包郵

便物に関する損害賠償額の引上げ,料 金未納又は不足の外国来通常郵便物に

関する未納又は不足額の徴収方法の改正等の外国郵便の取扱制度の改正が行

われた。

なお,上 記条約によって諸料金の基本額が引き上げられたが,内 国郵便料

金の改定時期 と合わせ,51年1月25日 か ら,外 国郵便料金の改定が行われ

た。


